
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東近江市の財政事情 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年１１月 

 



 この財政事情は、市民の皆様に市の財政状況を広く知っていただくため、毎年５月と１１月に公表している

ものです。 

 今回は、平成２８年度予算の執行状況と平成２７年度決算の概要についてお知らせします。 

 この公表を通じて、本市の財政事情についての御理解と、市勢発展へより一層の御協力を賜りますようお

願いいたします。 
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本書の集計額等は、表示単位未満を四捨五入しているので、端数において合計とは一致しない場合があります。 



 

 
 

１ 平成２８年度上半期における予算の執行状況 

上半期：平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日まで 

 

一 般 会 計 

平成２８年度の歳入歳出予算は、当初５１６億円でしたが、その後６月及び９月に補正を行いましたので、

９月末の予算現額は５２０億８，９３６万５千円となっています。 

 上半期中における執行状況は、収入総額で２３７億３，９１０万１千円、予算に対する収入割合で４５．６％

（前年同期５１．９％）、支出総額で１８１億４，１１１万３千円、予算に対する支出割合で３４.８％（前年同期

３７．９％）となっています。 

 

特 別 会 計 

企業会計を除く特別会計の予算総額は、当初２８３億１，２７０万円でしたが、その後６月及び９月に補

正を行いましたので、９月末の予算現額は２８６億４，６９７万３千円となっています。 

上半期中における執行状況は、収入総額で９２億７，３７５万９千円、予算に対する収入割合で３２.４％

（前年同期３１．７％）、支出総額で１１７億３，６９９万 7 千円、予算に対する支出割合で４１.０％（前年同期

４１．１％）となっています。 

 

 一般会計と特別会計の平成２８年９月３０日現在の予算現額及び予算執行状況は、次のとおりです。 

（単位：千円、％） 

 予算現額 歳入 歳出 

当初予算額 補正予算額
（上半期）

計 収入済額 
（累計） 

収入割合 
（累計） 

支出済額 
（累計） 

支出割合
（累計）

一 般 会 計 51,600,000 489,365 52,089,365 23,739,101 45.6 18,141,113 34.8

特 
 

 
 

 
別 

 
 

 
 

会 
 

 
 

 

計 

国 民健 康 保 険 
（ 事 業 勘 定 ） 

12,727,000 40,765 12,767,765 4,442,711 34.8 5,697,399 44.6

国 民健 康 保 険 
（ 施 設 勘 定 ） 

1,141,000 0 1,141,000 408,714 35.8 469,914 41.2

後 期 高 齢 者 
医 療 

1,022,000 0 1,022,000 304,033 29.7 406,077 39.7

介 護 保 険 8,368,000 293,508 8,661,508 3,367,124 38.9 3,146,304 36.3

下 水 道 事 業 3,607,000 0 3,607,000 585,399 16.2 1,434,488 39.8

農 業 集 落 
排 水 事 業 

1,401,000 0 1,401,000 146,999 10.5 564,462 40.3

公 設 地 方 
卸 売 市 場 

46,700 0 46,700 18,779 40.2 18,353 39.3

小 計 28,312,700 334,273 28,646,973 9,273,759 32.4 11,736,997 41.0

合   計 79,912,700 823,638 80,736,338 33,012,860 40.9 29,878,110 37.0
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 上半期中の補正予算の主な内容は次のとおりです。 

 

6 月補正予算 

一般会計 3 億 8,952 万 3 千円  

 空 家 等 対 策 事 業 378 万 6 千円 空家等対策事業補助金等 

 公 有 財 産 管 理 事 業 800 万円 公有財産台帳システム保守管理業務委託料 

 納 税 管 理 事 務 3,300 万円 過誤納付還付金（固定資産税） 

 学 童 保 育 所 運 営 事 業 400 万円 機械器具費 

 団 体 営 土 地 改 良 事 業 120 万 9 千円 団体営かんがい排水事業負担金（能登川地区） 

 公 園 緑 地 管 理 事 業 200 万円 施設等修繕料（布施公園展望台） 

 小 学 校 施 設 整 備 事 業 2 億 3,200 万円 小学校校舎等整備工事（蒲生東小学校） 

 文 化 振 興 施 設 管 理 運 営 事 業 8,107 万 8 千円 文化振興施設耐震改修工事（あかね文化ホール） 

 
森里川湖森おこしプロジェクト事業 2,200 万円

平成の氏子駈・氏子狩復活業務委託料、森の資源ブ

ランド化・販路開拓業務委託料 

  

  

9 月補正予算 

一般会計 9,984 万 2 千円  

 空 家 等 対 策 事 業 222 万 9 千円 情報システム開発保守委託料等 

 納 税 管 理 事 務 3,000 万円 過誤納付還付金（法人市民税） 

 河辺いきものの森等管理運営事業 883 万 9 千円 再生可能エネルギー普及促進業務委託料他 

 高 齢 者 福 祉 事 業 1,468 万 8 千円 高齢者福祉施設等スプリンクラー等整備費補助金他 

 保 育 推 進 事 業 150 万円 情報システム開発保守委託料 

 民 間 保 育 所 施 設 整 備 支 援 事 業 3,160 万 8 千円 民間保育所施設整備補助金（そらの鳥こども園） 

 担 い 手 育 成 事 業 115 万 5 千円 中山間地域等担い手収益力向上支援事業交付金 

 団 体 営 土 地 改 良 事 業 269 万 5 千円 団体営かんがい排水事業負担金（神郷地区、五個荘地区） 

 観 光 施 設 管 理 運 営 事 業 500 万円 観光施設管理運営事業（東近江大凧会館） 

   

特別会計 3 億 3,427 万 3 千円  

 国 民 健 康 保 険 ( 事 業 勘 定 ) 4,076 万 5 千円 一般被保険者療養給付費、国庫負担金返還金他 

 介 護 保 険 特 別 会 計 2 億 9,350 万 8 千円 介護保険財政調整基金積立金、過年度分精算返還金他 
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２ 市民負担の状況 

市が各種事業を行うために必要となる経費の大部分は、市民の皆様から納めていただく市税で賄われて

います。 

 平成２８年９月末の市税の収入累計は９５億７，９８４万１千円となっており、これを平成２８年９月末の人口

（１１５，２１０人）及び世帯数（４２，８９２世帯）で割ると、市民１人当たり８３，１５１円、１世帯当たり２２３，３４

８円の負担となります。 

また、市民のために使われた経費（一般会計支出累計）は、１人当たり１５７，４６１円、１世帯当たり４２２，

９４９円となっています。 

 なお、市税と経費の差額は、地方交付税や国庫支出金などの歳入で対応しています。 

 

 

市民 1 人当たり、1 世帯当たりの負担状況 

平成 28 年 9 月末 人 口  115,210 人 世 帯 数  42,892 世帯 

（人口、世帯数は住民基本台帳によります。） 

（平成 28 年 9 月 30 日現在） 

 

目的別の経費 

 
議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費 農 林 水 産 業 費

支出累計（千円） 139,680 1,902,025 6,532,450 1,651,566 53,273 530,855 

構 成 比 （ ％ ） 0.8 10.5 36.0 9.1 0.3 2.9 

1 人当たり（円） 1,212 16,509 56,700 14,335 462 4,608 

1 世帯当たり（円） 3,257 44,345 152,300 38,505 1,242 12,377 
    

 

商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 公 債 費 諸 支 出 金

支出累計（千円） 309,174 519,004 778,874 2,733,628 2,989,542 1,044 

構 成 比 （ ％ ） 1.7 2.9 4.3 15.1 16.5 0.0 

1 人当たり（円） 2,684 4,505 6,760 23,727 25,949 9 

1 世帯当たり（円） 7,208 12,100 18,159 63,733 69,699 24 

（平成 28 年 9 月 30 日現在） 

負
担 

市民 1 人当たりの市税負担額 ······································· 83,151 円 うち市民税 28,062 円 

うち固定資産税 46,015 円 

その他 9,074 円 

1 世帯当たりの市税負担額 ·········································· 223,348 円 うち市民税 75,376 円 

うち固定資産税 123,600 円 

その他 24,373 円 

受
益 

市民 1 人当たりの経費 ··················································· 157,461 円  

1 世帯当たりの経費 ························································· 422,949 円  
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３ 財産、市債及び一時借入金の現在高 

財産の現在高 

公 有 財 産 

公有財産とは、市が所有している土地、建物、有価証券及び出資による権利などの財産のことですが、

使用目的によって「行政財産」と「普通財産」に分かれます。 

「行政財産」は、市が事務や事業を執行するために直接利用することを目的とする「公用財産」（市役所

庁舎、消防車庫など）と、住民の一般的共同利用を目的とする「公共用財産」（小中学校、保育園、市営住

宅、市道など）に分けられます。 

「普通財産」は、行政財産以外の公有財産をいいます。 

 土地（地積）(㎡) 建物（延面積）(㎡) 有価証券(円) 出資による権利(円)

公
有
財
産 

行
政
財
産

公 用 133,715.05 38,616.69 - - 

公共用 7,061,994.41 411,907.72 - - 

小 計 7,195,709.46 450,524.41 - - 

普通財産 10,999,204.36 30,883.73 35,866,000 989,399,958

合   計 18,194,913.82 481,408.14 35,866,000 989,399,958

（平成 28 年 3 月 31 日現在） 

 

基  金 

基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用することで、条

例により定められた特定の目的に応じ、運用や処分等を行うことができます。 

基金名称 現在高 設置目的 

財 政 調 整 基 金 63 億 3,375 万円 市財政の調整と健全な運営に資するため 

減 債 基 金 66 億 5,954 万円
市債の償還などに必要な財源を確保し、将来にわた
る財政の健全な運営に資するため 

職 員 退 職 手 当 基 金 40 億 2,964 万円
職員退職手当の資金を計画的に積立て、市財政の
健全な運営に資するため 

公 共 施 設 整 備 基 金 39 億 9,536 万円
義務教育施設、公益施設その他公共施設の整備に
資するため 

ふ る さ と 創 生 基 金 2 億 1,279 万円
自ら考え自ら行う地域づくり事業の健全な運営に資
するため 

こ ど も 未 来 夢 基 金 2,419 万円
次代を担うこどもたちが未来に夢をもち、豊かな心を
育む施策に資するため 

医 学 奨 学 基 金 2,133 万円 医学分野の修学援助事業を行うため 

図 書 館 本 の 森 基 金 7,380 万円 図書館資料等の充実を図るため 

地 域 福 祉 基 金 7 億 9,307 万円 地域福祉の増進に資するため 

墓 地 管 理 基 金 7,114 万円 墓地の適正な管理運営に資するため 

水 源 対 策 基 金 3,857 万円
広域的な水源かん養機能の整備促進を図り、水資
源対策の振興に資するため 

ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金 4,640 万円
土地改良施設の多様な機能の維持及び増進に係る
住民の共同活動の活性化を図るため 

市 営 住 宅 建 設 整 備 基 金 2 億 5,875 万円
市営住宅又はその共同施設の建設、修繕又は改良
に資するため 

木 地 師 村 整 備 基 金 6,563 万円
木地師村整備事業及び皇学園跡地利用の健全な運
営に資するため 

み ん な で 育 む ま ち づ く り 基 金 41 億 5,077 万円
市民との協働による「うるおいとにぎわいのまちづく
り」を進めるため 

ふ る さ と 寄 附 基 金 5,179 万円 ふるさと寄附金を適正に管理するため 
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基金名称 現在高 設置目的 

土 地 改 良 施 設 整 備 基 金 2 億 2,266 万円 土地改良施設の整備を計画的に推進するため 

学 校 施 設 整 備 基 金 209 万円 学校施設整備に必要な資金を積立てるため 

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 9,100 万円 国民健康保険財政の健全な運営に資するため 

国民健康保険診療所管理運営基金 1 億 1,266 万円
国民健康保険診療所の管理運営その他財源の不足
を生じたときの財源を積み立てるため 

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 2 億 7,610 万円 介護保険財政の健全な運営に資するため 

下 水 道 事 業 減 債 基 金 3 億 9,558 万円
下水道事業債に必要な財源を確保し、将来にわたる
下水道事業の健全な運営に資するため 

農業集落排水処理施設管理基金 2 億 7,189 万円
農業集落排水処理施設の健全な維持管理に資する
ため 

土 地 開 発 基 金 ※ 12 億 4,021 万円
公用に供する土地のため、あらかじめ取得することに
より、事業の円滑な執行を図るため 

物 品 調 達 基 金 ※ 595 万円
物品の集中購買を実施することで、物品の取得、管
理の事務を円滑かつ効率的に行うため 

福 祉 資 金 貸 付 基 金 ※ 24 万円 福祉資金の貸付けを行うため 

東近江市産木材調達管理基金※ 5,000 万円
木材利用の促進に必要な木材の調達及び管理を円
滑かつ効率的に行うため 

合 計 294 億 9,490 万円  

※現金のみの残高を記載しており、土地・貸付金・動産の残高は含みません。 

（平成 28 年 9 月 30 日現在） 
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市債の現在高  

 市債は、家計でいえば借金にあたります。 

 なぜ借金をするのかというと、道路や水道・下水道、学校などの建設には多額の費用がかかり、整備す

る年の市民に大きな負担となります。このため、計画的にお金を借り、「分割払い」をすることで、将来にわ

たって施設を使う市民にも公平に負担をしてもらおうとするのが、大きな理由です。 

区分 現在高 

借入先 

公的資金 
民間等資金 

財政融資等 旧公庫・機構 その他 

一 般 会 計 584.2 億円 213.4 億円 76.3 億円 16.9 億円 277.6 億円

 通 常 債 117.8 億円 51.6 億円 36.3 億円 3.1 億円 26.8 億円

合併特例事業債 231.9 億円 － 5.2 億円 13.8 億円 212.9 億円

臨時財政対策債 234.5 億円 161.8 億円 34.8 億円 － 37.9 億円

特 別 会 計 360.1 億円 210.2 億円 75.9 億円 0.0 億円 74.0 億円

 国保（施設勘定） 11.7 億円 2.7 億円 － － 9.0 億円

簡 易 水 道 事 業 8.3 億円 4.6 億円 2.9 億円 － 0.8 億円

下 水 道 事 業 281.9 億円 177.4 億円 61.4 億円 0.0 億円 43.1 億円

農業集落排水事業 57.9 億円 25.2 億円 11.6 億円 － 21.1 億円

公設地方卸売市場 0.3 億円 0.3 億円 － － － 

企 業 会 計 39.9 億円 29.6 億円 7.8 億円 － 1.5 億円

 水 道 事 業 24.8 億円 16.8 億円 7.8 億円 － 0.2 億円

病 院 事 業 14.1 億円 12.8 億円 － － 1.3 億円

合    計 983.2 億円 453.2 億円 160 億円 16.9 億円 353.1 億円

旧公庫＝公営企業金融公庫、機構＝地方公共団体金融機構、国保事業（施設）＝国民健康保険特別会計（施設勘定） 

（平成 28 年 3 月 31 日現在） 

一時借入金の現在高  

年度途中に支出が収入を上回り歳計現金に不足が生じた場合、その不足を補うため、予算で定めた限

度額の範囲内で金融機関等から一時的に借り入れるお金を一時借入金といい、その借入状況は次のとお

りです。 

会計名 
予算で定め 

られた限度額 

前期末 

残高 

今期中 

借入額累計 

今期中 

償還額累計 

今期末 

残高 

今期中 

最高借入額 

一 般 会 計 70 億円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

国民健康保険

（ 事 業 勘 定 ） 
25 億円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

下水道事業 7 億円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

水 道 事 業 0.3 億円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

病 院 事 業 2 億円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

（平成 28 年 9 月 30 日現在） 
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４ 公営企業の業務状況 

事業の概要 

水 道 事 業 

平成 27 年度の年間配水量は、10,511,101ｍ３でした。 

計 画 給 水 人 口 99,800 人  

給 水 人 口 94,312 人 う ち 増 加 接 続 人 口 △30 人

給 水 栓 数 34,169 栓 う ち 増 加 接 続 栓 数 115 栓

年 間 給 水 量 9,383,869ｍ３  

有 収 水 率 89.3％  

配水量：配水池から送り出した水の量、給水量：配水量のうち有効に使われた水の量 

（平成 28 年 3 月 31 日現在） 

 

病 院 事 業 

能登川病院の上半期の入院及び外来患者数の利用総数は、35,549 人となっています。 

病院名 病床数 
上半期中の患者利用状況 

診療科目 
入院患者数 1 日平均 外来患者数 1 日平均

能登川 

病院 

床 人 人 人 人
内科、消化器内科、循環器内科、

外科、整形外科、小児科、眼科、

耳鼻いんこう科、皮膚科、リハビリ

テーション科、神経内科、脳神経外

科、形成外科、放射線科及び病理

診断科【15 診療科目】 

102 
10,917 

(6,904) 

59.7 

(37.7) 

24,632 

(24,144) 

200.3 

(196.3) 

（ ）は前年同期の状況です。 

（平成 28 年 9 月 30 日現在） 

 

参考 

国民健康保険（施設勘定）特別会計 

蒲生医療センターの上半期の入院及び外来患者数の利用総数は、20,895 人となっています。 

病院名 病床数 
上半期中の患者利用状況 

診療科目 
入院患者数 1 日平均 外来患者数 1 日平均

蒲生 

医療 

センター 

床 人 人 人 人
内科、外科、整形外科、小児科、

放射線科、眼科、耳鼻いんこう

科、リハビリテーション科及び脳神

経外科【9 診療科目】 

19 
2,025 

(2,359) 

11.1 

(12.9) 

18,870 

(20,535) 

153.4 

(152.0) 

（ ）は前年同期の状況です。 

（平成 28 年 9 月 30 日現在） 
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５ 平成２７年度決算の状況 

決算の概要 

平成２７年度 東近江市歳入歳出決算・実質収支額 

（単位：円） 

 

歳入総額 歳出総額 
歳入歳出 

差引額 

翌年度へ繰り越すべき財源 

実質収支額繰越明許費

繰越額 

事故繰越 

繰越額 

一 般 会 計 53,387,226,491 51,592,183,213 1,795,043,278 377,462,000 0 1,417,581,278

国民健康保険 

( 事業勘定 ) 

特 別 会 計 

12,627,366,716 12,622,647,738 4,718,978 0 0 4,718,978

国民健康保険 

( 施設勘定 ) 

特 別 会 計 

1,308,080,093 1,109,017,957 199,062,136 0 0 199,062,136

後期高齢者医療 

特 別 会 計 
974,051,804 951,746,562 22,305,242 0 0 22,305,242

介 護 保 険 

特 別 会 計 
7,616,191,413 7,389,178,058 227,013,355 0 0 227,013,355

簡易水道事業 

特 別 会 計 
238,190,328 205,698,789 32,491,539 0 0 32,491,539

下水道事業 

特 別 会 計 
3,418,398,483 3,407,468,394 10,930,089 0 0 10,930,089

農業集落排水 

事業特別会計 
1,313,552,485 1,311,020,404 2,532,081 0 0 2,532,081

公設地方卸売 

市場特別会計 
41,157,770 37,690,132 3,467,638 0 0 3,467,638

合    計 80,924,215,583 78,626,651,247 2,297,564,336 377,462,000 0 1,920,102,336
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一般会計の決算概要 

 

■概況 

 平成２７年度予算は、平成１７年２月の合併から１０年が経過し、合併支援措置の段階的縮減が始まり、厳

しい財政状況への対応が迫られる中、今後の市政運営において早急に解決すべき課題にしっかり対応する

ため、「東近江市グランドデザインレポート OGR２０１４」の基本政策に基づき、事業を着実に推進するための

予算編成を行いました。 

 新たな１０年へと踏み出していく節目の年であり、各地域が育んできた歴史・文化や自然を最大限に生かし

ながら、地方創生の政策実現に向けて具体的施策を構築し、「元気で活力があふれる地域づくり」「誰もが笑

顔で暮らせる地域づくり」「人を育てる地域づくり」「安心・安全な地域づくり」「持続可能な地域づくり」を進めて

きました。 

 一般会計決算額は、歳入総額５３３億８，７２２万６千円、歳出総額５１５億９，２１８万３千円となり、歳入歳

出差引額は１７億９，５０４万３千円で、このうち翌年度へ繰り越すべき財源３億７，７４６万２千円を差し引いた

実質収支額は、１４億１，７５８万１千円の黒字決算となりました。 

 前年度比較では、歳入が２８億７，１１４万４千円（前年度比伸び率（以下、伸び率）５．７％）の増加、歳出が

３２億８，９１７万３千円（伸び率６．８％）の増加と、歳入･歳出ともに増加となりました。 

 

 

■歳入 

 税収では、市税が１６８億６，８１９万７千円となり、前年度比３億４，１２８万１千円（伸び率２．１％）の増加と

なりました。具体的には、個人市民税が５３億５０６万９千円となり、前年度比５，７３３万５千円の増加、法人

市民税は２１億６，５００万６千円となり、前年度比４億８，０３０万１千円の増加となりました。市民税について

は景況により大きく変動するため、引き続きその動向に注視していく必要があります。 

 固定資産税は、７８億６，１９６万４千円となり、前年度比１億８，２９２万４千円の減少となりました。 

 たばこ税は、７億４，７８３万７千円となり、前年度比１，７５７万３千円の減少となりました。 

 地方交付税は、１１９億７，８６３万円となり、前年度比２，９２４万８千円の減少となりました。具体的には、普

通交付税が２，１０３万３千円の減少、特別交付税が８２１万５千円の減少となりました。普通交付税について

は、算定基礎となる基準財政需要額について、生活保護等扶助費の増や建設事業に伴う公債費の元利償

還額の増により増加となりました。一方、これを賄うための基準財政収入額は、基準年度における法人税割

の増や消費税引上げに伴う地方消費税交付金の増などで増加となり、併せて合併支援措置の段階的縮減

が開始されたため、結果として普通交付税は前年度から減額となったところです。 

 国庫支出金は、５５億３，９３４万１千円となり、前年度比１億２，４３４万４千円の増加となりました。これは、

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金等により増加となったものです。  

 市債は、５７億２，３９７万４千円となり、前年度比１億３，６４９万９千円の減少となりました。主な要因は、普

通建設事業において、合併特例債の充当事業が増となる一方で、臨時財政対策債が３億２，９５９万９千円と

大幅に減少したことによるものです。 
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■歳出 

 歳出を性質別にみると、義務的経費は、２３６億７，１７２万９千円で前年度比２３億３，１９９万円（伸び率１０．

９％）の増加となりました。主な増加要因は、扶助費が１０５億８，００８万４千円となり、前年度比２１億４，３１

９万６千円（伸び率２５．４％）の増加となったことです。これは、平成２７年度から予算計上した子ども・子育て

支援新制度に基づく施設型給付費１８億９，３５４万９千円や障害者総合支援介護給付訓練等給付、福祉医

療費助成などの増加によるものです。 

 一般行政経費は、１２７億５，６６１万６千円で前年度比３億７，５９４万８千円（伸び率３．０％）の増加となり

ました。主な要因は物件費が、７２億５，８７８万５千円で前年度比３億２，８５１万８千円の増加となっています。

これは、ふるさと寄附業務委託料やマイナンバー制度に係る情報システム開発保守委託料、プレミアム商品

券発行事業委託料などの増加によるものです。 

 投資的経費は、７４億１，３３３万円で前年度比９億２，２２８万６千円（伸び率△１１．１％）の減少となりまし

た。これは、普通建設事業費において、平成２６年度に聖徳中学校プール改築工事や本庁舎耐震補強・大規

模改修工事、五個荘中学校改築工事（Ⅱ・Ⅲ期）などが完了したことによるものです。 

 

■今後の展望と課題 

中国を始めとするアジア諸国の景気の下振れや、イギリスの EU 離脱が及ぼす金融資本市場への影響な

ど、海外経済の不確実性が高まってきています。 

国は、成長と分配の好循環の実現を目指し、「経済財政運営と改革の基本方針２０１６」いわゆる骨太の方

針を閣議決定し、「新・三本の矢」により、一億総活躍社会、６００兆円経済実現のため、さらなる国と地方の

連携強化を推進する方針を示しました。 

本市においては、地方創生、人口減少社会に対応するため、昨年１０月に「東近江市人口ビジョン」と「東

近江市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。今後も国の方針に歩調を合わせながら、地域間競

争が激化する中、実効性の高い施策についてスピード感をもって進めることが必要となります。 

 また、今後、国の公会計制度改革の動きに合わせて、固定資産台帳の整備等を行い、発生主義・複式簿記

などの企業会計手法を導入した新地方公会計制度の整備を行っていきます。これにより、建物や道路等の保

有資産を明らかにし、資産や資金の動きを総合的に説明することが可能となります。 

公共施設についても、長期的な視点を持って更新・統廃合・長寿命化対策を計画的に行う必要があり、施

設の最適な配置の実現を目指し、地域の実情に即したまちづくりを進めなければなりません。これらの他にも

市民生活の安全安心のために解決すべき喫緊の課題は山積しており、各事業を進めるためには、財源確保

が重要となっています。 

 また、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少によって、歳入では税収の大幅な減少が予測され、歳出では、

扶助費や社会保障費が増大することが予測できることから、財政運営はさらに厳しさを増すものと思われま

す。 

今後におきましても、「歳入に見合う歳出」を基本に、国や経済の動向を見極めながら真に必要な施策につ

いては的確に実施していきます。一方で、公債費負担増が将来世代への大きな負担とならないよう、健全か

つ安定した財政運営に努めます。 
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平成２７年度　一般会計　歳入　【科目別】　前年度比較一覧表
(単位：千円、％)

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

市　　　　　　　税　　　　　（※） 16,868,197 31.6 16,526,916 32.7 341,281 2.1

地 方 譲 与 税 342,593 0.7 326,367 0.6 16,226 5.0

利 子 割 交 付 金 23,924 0.0 27,818 0.1 △ 3,894 △ 14.0

配 当 割 交 付 金 75,202 0.1 93,907 0.2 △ 18,705 △ 19.9

株式等譲渡所得割交付金 81,680 0.2 59,970 0.1 21,710 36.2

地 方 消 費 税 交 付 金 1,946,874 3.7 1,125,680 2.2 821,194 73.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 44,924 0.1 43,783 0.1 1,141 2.6

自 動 車 取 得 税 交 付 金 91,763 0.2 50,177 0.1 41,586 82.9

地 方 特 例 交 付 金 75,661 0.1 75,417 0.1 244 0.3

地 方 交 付 税 11,978,630 22.4 12,007,878 23.8 △ 29,248 △ 0.2

交通安全対策特別交付金 16,751 0.0 16,205 0.0 546 3.4

分 担 金 及 び 負 担 金 （ ※ ） 292,586 0.6 622,469 1.2 △ 329,883 △ 53.0

使 用 料 及 び 手 数 料 （ ※ ） 2,623,746 4.9 457,227 0.9 2,166,519 473.8

国 庫 支 出 金 5,539,341 10.4 5,414,997 10.7 124,344 2.3

県 支 出 金 3,374,968 6.3 3,141,952 6.2 233,016 7.4

財　　　産　　　収　　　入（※） 435,033 0.8 130,536 0.3 304,497 233.3

寄　　　　　附　　　　　金 （※） 54,390 0.1 9,920 0.0 44,470 448.3

繰　　　　　入　　　　　金 （※） 125,364 0.2 1,524,878 3.0 △ 1,399,514 △ 91.8

繰　　　　　越　　　　　金 （※） 2,213,073 4.2 1,187,167 2.4 1,025,906 86.4

諸　　　　　収　　　　　入 （※） 1,458,552 2.7 1,812,347 3.6 △ 353,795 △ 19.5

市 債 5,723,974 10.7 5,860,473 11.6 △ 136,499 △ 2.3

歳入合計 53,387,226 100.0 50,516,083 100.0 2,871,143 5.7

うち自主財源（※） 24,070,941 45.1 22,271,460 44.1 1,799,481 8.1

平成27年度 平成26年度 比較

31.6%

0.7％

0.2%
0.1%
0.0%

3.7％
0.1%

0.1％
0.2%

22.4%
0.6％

4.9%

10.4%

6.3%
0.8%
0.1%
0.2%
4.2％

2.7%10.7%

平成27年度

一般会計

歳入決算額

53,387,226千円

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債
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平成２７年度　一般会計　歳出　【目的別】　前年度比較一覧表
(単位：千円、％)

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

議 会 費 284,100 0.6 276,280 0.6 7,820 2.8

総 務 費 4,888,768 9.5 6,296,827 13.0 △ 1,408,059 △ 22.4

民 生 費 16,766,044 32.5 14,336,075 29.7 2,429,969 17.0

衛 生 費 3,954,494 7.7 4,260,970 8.8 △ 306,476 △ 7.2

労 働 費 104,950 0.2 88,655 0.2 16,295 18.4

農 林 水 産 業 費 2,511,988 4.9 2,122,799 4.4 389,189 18.3

商 工 費 920,505 1.8 711,531 1.5 208,974 29.4

土 木 費 3,174,006 6.1 3,684,817 7.6 △ 510,811 △ 13.9

消 防 費 1,618,155 3.1 1,601,405 3.3 16,750 1.0

教 育 費 9,329,664 18.1 8,114,569 16.8 1,215,095 15.0

災 害 復 旧 費 67,348 0.1 111,641 0.2 △ 44,293 △ 39.7

公 債 費 5,831,078 11.3 5,737,186 11.9 93,892 1.6

諸 支 出 金 2,141,083 4.1 960,255 2.0 1,180,828 123.0

歳出合計 51,592,183 100.0 48,303,010 100.0 3,289,173 6.8

平成27年度 平成26年度 比較

※民生費には施設型給付費1,893,549を含む。

0.6%

9.5%

32.5%

7.7%

0.2%
4.9%

1.8%
6.1％

3.1%

18.1%

0.1%

11.3%
4.1％

衛生費

平成27年度

一般会計

歳出決算額

51,592,183千円

議会費

総務費

民生費

労働費農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

災害復旧費

諸支出金
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平成２７年度　一般会計　歳出　【性質別】　前年度比較一覧表
(単位：千円、％)

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

23,671,729 45.9 21,339,739 44.2 2,331,990 10.9

7,260,567 14.1 7,165,664 14.8 94,903 1.3

10,580,084 20.5 8,436,888 17.5 2,143,196 25.4

5,831,078 11.3 5,737,187 11.9 93,891 1.6

12,756,616 24.7 12,380,668 25.6 375,948 3.0

7,258,785 14.1 6,930,267 14.3 328,518 4.7

111,035 0.2 90,251 0.2 20,784 23.0

5,386,796 10.4 5,360,150 11.1 26,646 0.5

2,089,183 4.0 958,218 2.0 1,130,965 118.0

15,341 0.0 20,866 0.0 △ 5,525 △ 26.5

5,645,984 11.0 5,267,903 10.9 378,081 7.2

7,413,330 14.4 8,335,616 17.3 △ 922,286 △ 11.1

7,345,982 14.3 8,223,975 17.0 △ 877,993 △ 10.7

補 助 事 業 2,124,119 4.1 2,239,863 4.6 △ 115,744 △ 5.2

単 独 事 業 5,118,373 9.9 5,916,680 12.2 △ 798,307 △ 13.5

県営事業負担金 103,490 0.2 67,432 0.1 36,058 53.5

受 託 事 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0

67,348 0.1 111,641 0.2 △ 44,293 △ 39.7

51,592,183 100.0 48,303,010 100.0 3,289,173 6.8

※扶助費には施設型給付費1,893,549を含む。

義 務 的 経 費

災 害 復 旧 事 業 費

平成27年度 平成26年度 比較

歳出合計

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

一 般 行 政 経 費

積 立 金

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金

繰 出 金

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

14.1%

20.5%

11.3%

14.1%
0.2%

10.4%

4.0%

11.0%

14.4%

人件費

平成27年度

一般会計

歳出決算額

51,592,183千円

扶助費

公債費

物件費維持補修費

補助費等

積立金

繰出金

投資的経費
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平成２７年度　主な事業
（単位：千円）

事業名 事業費 主な内容

企画調整事業 19,801 ふるさと寄附金制度の推進ほか

政策推進事業 14,574
まち・ひと・しごと総合戦略、国土強靭化計画、定住
自立圏共生ビジョン策定ほか

移住促進推進事業 20,106
地域おこし協力隊（永源寺地区）活動支援、婚活イ
ベント開催、移住促進PR

協働のまちづくり事業 5,444
市民活動団体の交流の場づくり、地域課題解決の
コミュニティビジネス支援、結婚活動支援ほか

里山保全活動推進事業 4,684
にぎわい里山づくり団体の認定、森の博覧会開催
ほか

基幹統計調査事業 38,988 国勢調査、平成28年経済センサス活動調査準備

臨時福祉給付金支給事業 116,131 臨時福祉給付金の支給

障害福祉サービス等給付事業 2,293,586 介護給付・訓練等給付の支給、重度障害者地域包括支援ほか

子育て世帯臨時特例給付金支給事業 60,254 子育て世帯臨時特例給付金の支給

児童手当支給事業 2,179,603 児童手当の支給

認定こども園施設整備事業 718,922
蒲生幼児園新築、八日市寺小規模保育所整備、
（仮称）平田・市辺幼児園整備工事設計委託ほか

民間保育所等運営支援事業 1,023,711
運営委託費、障害児保育等特別加配補助、低年齢
児保育保育士特別配置事業費補助ほか

学童保育所施設整備事業 87,499
愛東南こどもの家整備、八日市北こどもの家整備、
八日市西こどもの家改修ほか

生活保護費支給事業 1,040,367 生活困窮者への扶助

地域医療対策事業 259,637
政策的医療交付金、滋賀医科大学地域医療教育
研究拠点への寄附ほか

母子保健事業 123,647
妊婦健診、乳幼児検診、不妊治療・不育症治療費
助成、未熟児養育医療給付ほか

農業経営安定対策事業 321,837
農用地の利用集積促進、青年就農給付金、農地中
間管理事業ほか

環境農業推進事業 117,616
環境保全型農業直接支払交付金、有機農業実践
活動事業補助金ほか

商業活性化事業 164,053
商店街活性化支援、地域循環システム構築支援補
助、地域おこし協力隊（八日市・能登川地区）活動
支援、プレミアム商品券発行事業ほか

商工振興対策事業 54,853
商工会議所・商工会支援、地場産業需要開拓支
援、女性のための創業塾、実践起業塾、買い物弱
者支援ほか

奥永源寺渓流の里管理運営事業 230,162 道の駅「奥永源寺渓流の里」整備ほか

道路新設改良事業 326,054
市道八日市駅瓦屋寺線、蛭谷君ヶ畑線、山上上二
俣線、小田苅愛東線改良工事ほか

街路事業 218,164
都市計画道路小今建部上中線（聖徳・春日工区）
整備、中学校線西垣見架道橋改築事業ほか

公営住宅整備事業 308,683 赤坂団地改築工事ほか

防災対策事業 79,314
防災情報システム整備、災害用備蓄品購入、自主
防災組織育成支援ほか

教育指導事業 52,169 電子黒板購入、外国人児童生徒等教育支援ほか

小学校施設整備事業 439,460
湖東第二小学校校舎・体育館大規模改修、玉緒小
学校体育館・プール改築ほか

中学校施設整備事業 407,768 五個荘中学校改築、朝桜中学校大規模改修ほか

コミュニティセンター整備事業 1,192,968
能登川支所・コミュニティセンター整備、愛東コミュ
ニティセンター耐震補強ほか
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平成２７年度　都市計画税が充てられる経費

平成２７年度 引き上げ分の地方消費税収が充てられる社会保障4経費などに要する経費

保健衛生

社会福祉

費目名

費　　　目　　名

　障害者福祉費

　福祉医療費

社会保険
  介護保険特別会計繰出金

合計

633,428

7,564,506

小　　計

都市計画費

下水道費

公債費 0 168,131 5,662,947

市債 都市計画税

（単位：千円）

経費

財源内訳

都市計画税を
除く市税等

特定財源

139,499 59,200 41,963

59,200 473,508144,819

392,766

6,886,979

409,452

1,409,131

  後期高齢者医療特別会計繰出金

合　　　　計 10,876,742 3,364,284

89,958

372,219

7,544

7,544

2,457,724 818,910

49,632

261,802

7,242 5,115

375,449

415,758

0

232,220

1,108,553

32,894

7,415

4,828 160,343

839,336

247,697

4,235,823

212,319

426,111

（単位：千円）

1,100,000 5,320 0 263,414 831,266

5,831,078 0

212,319

　保育園費

　保健事業費

小　　計

　児童福祉総務費

   国民健康保険（事業勘定）特別会計繰出金

小　　計 4,828

127,714

439,148

5,115

912,615

2,268,865

232,220

132,911

2,578

1,774,843

244,756

185,754

735,931

2,941,284

7,242

146,772

0

その他
国（県）
支出金

平成27年度
決算額

3,275,067

8,375,657

2,549,226

944,021

1,607,343

14,745

140,243

1,381,391

911,402

2,447,781

612,866

財源内訳

その他

特定財源 一般財源

37,620

1,537,776

2,614,373

地方消費税
（社会保障財源化分）
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平成２７年度　主な財政指標
（１）財政力指数

区　　分 指　　数

平成25年度
（単年度）

０．７０１
(０．６８８)

基準財政収入額

基準財政需要額

平成27年度
（単年度）

０．６６６
(０．６４６）

（２）経常収支比率

区　　分 指　　数

平成25年度 ８３．２

経常経費充当一般財源

通常一般財源

平成27年度 ８５．５

０．６８５
(０．６６５）

平成26年度
（単年度）

財政力指数　　＝

平成26年度 ８３．６
経常収支比率　　＝

○分析
臨時財政対策債は減額しましたが、市税等の増により分母とな

る通常一般財源は微増しました。一方、分子となる経常経費充
当一般財源についても、決算総額の増により増加し、昨年より財
源構造の硬直化が見られます。

×１００

（単位：％）

増減要因等

増減要因等

○用語の解説
経常的経費に、一般財源がどの程度充当されているかを算定

したもので、財政構造の弾力性を表しています。
この比率が高いほど、投資的経費等の臨時的経費に使用でき

る一般財源が少なくなり、財政構造が弾力性を失っていることを
示しています。

○用語の解説
標準的な行政活動を行うのに必要な財源をどれくらい自力調

達できるかを算定（3ヵ年平均値）したもので、財政基盤の強さを
表しています。指数は1に近づくほど財政基盤が強いと言えま
す。

○分析
収入額は、基準年度における法人税割の増や消費税引上げ

に伴う地方消費税交付金の増により増加となりました。需要額に
ついては、生活保護等扶助費の増や建設事業に伴う公債費の
元利償還額の増により増加となりました。

財政力指数としては、需要額を収入額の落ち込みが上回った
ため、前年度より悪化となりました。
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平成２７年度　財政健全化判断比率
（１）健全化判断比率の状況（平成27年度決算）

うち臨時財政
対策債発行

可能額

早期健全化基準 11.85 16.85 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 40.00 35.00

早期健全化基準 11.81 16.81 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 35.00 35.00

早期健全化基準 11.79 16.79 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

早期健全化基準 11.79 16.79 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

早期健全化基準 11.78 16.78 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

早期健全化基準 11.79 16.79 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

早期健全化基準 11.79 16.79 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

一般会計等の実質赤字が標準財政規模に占める割合

全会計の実質赤字が標準財政規模に占める割合

一般会計等が負担する公債費が標準財政規模に占める割合

一般会計等が将来負担すべき債務が標準財政規模に占める割合

（単位：千円、％）

連結実
質赤字
比率

実質
公債費
比率

将来負
担比率

平成21年度

実質赤
字比率

連結実
質赤字
比率

実質
公債費
比率

標準財政規模 判断基準
実質赤
字比率

将来負
担比率

111.4 1,994,258- - 13.7 28,975,804

　□連結実質赤字比率

　□実質公債費比率

　□将来負担比率

- 11.5

- - 8.6

平成23年度

平成25年度

-

78.4

49.4

4.1

平成22年度 - - 12.9 29,954,294

30,300,214

30,583,289

3,830,428

2,385,911

2,733,173

25.7 30,274,398 2,459,062

（２）財政健全化法とは
自治体の財政破たんを未然に防ぐため、「早期健全化」と「財政再生」の2段階で財政悪化をチェックする

とともに、特別会計や企業会計も併せた連結決算により、地方公共団体全体の財政状況をより明らかにし
ようとするものです。

（３）健全化の判断は
特別会計や第3セクターなど、市の財政に影響を及ぼす全ての会計を対象に、「実質赤字比率」「連結実

質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」の4つの指標を用いて健全度を判断します。
監査委員の審査と公表が義務付けられており、公表と併せて、基準を超える団体は「財政健全化計画」

「財政再生計画」の策定を行い、早急に改善に取り組まなければならないこととなっています。

　□実質赤字比率

平成24年度 - - 10.0

平成27年度 - - 7.7 － 30,395,090 2,248,074

30,349,832 2,577,673平成26年度 - - 7.7 3.7

17



（４）基準を超えると
　一定基準を超えると、財政悪化の度合いに応じて計画を策定し、健全化を目指すこととなります。

　【各指標の基準イメージ図】

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

健全

16.79% 25%
（早期健全化基準）

30% 35%
（財政再生基準）

悪化

※将来負担比率には、財政再生基準は設けられていません。
※実質赤字比率、連結実質赤字比率の「早期健全化基準の比率」については、東近江市の
　標準財政規模に基づく比率です。

（５）指標
①実質赤字比率

　□早期健全化基準 財政規模に応じ11.25～15% （東近江市：11.79%）
　■財政再生基準 20%

②連結実質赤字比率

　□早期健全化基準 財政規模に応じ16.25～20% （東近江市：16.79%）
　■財政再生基準 30%

　　　健　全　団　体

　　　早期健全化団体

　　　財政再生団体

実質赤字
比率

将来負
担比率

　市税や地方交付税など毎年決まって入ってくるお金（以下、経常的な収入）に対して、歳入総額から歳出
総額を差し引いた額がどの程度の割合になるかを示す指標です。

　実質赤字比率＝
繰上充当額＋（支払繰延額＋事業繰越額）

標準財政規模
0.0%

経常的な収入に対して、全ての会計（一般会計、特別会計、公営企業会計）の赤字額から黒字額を引い
た額（これを連結実質赤字額といいます）がどの程度の割合になるかを示す指標です。

　連結実質赤字比率＝
連結実質赤字額

0.0%
標準財政規模

　「財政再生計画」

　「財政健全化計画」

350%11.79%

20% ※

自治体における
財政悪化の初期
段階

自治体全体にお
いて財政が悪化
し、財政破たんを
した場合
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③実質公債費比率

　□早期健全化基準 25% ※18%以上　許可団体
　■財政再生基準 35%

④将来負担比率

　□早期健全化基準 350%
　■財政再生基準 判断基準として使用しない。

　将来負担比率＝

将来負担額-将来負担額控除額（充当可能基本額、特定財源見込
額、地方債現在高等に係る基準財政需要算入見込額 0.0%標準財政規模-元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要算

入額

経常的な収入に対して、借入金（市債）の返済にあてた経費（公債費）がどの程度の割合になるかを示す
指標です。一般会計、特別会計など全ての会計を対象とし、借金返済の負担が大きすぎないかチェックす
ることができます。

チェックする目安として国が定めた基準により「18%」以上になると、新たな借入れに際し段階的に制約を
受けます。「25%」を超える団体は、単独事業等の起債が制限されることとなります。

　実質公債費比率＝

（元利償還金・準元利償還金）-（特定財源＋元利償還金・準元利償
還金に係る基準財政需要算入額） 7.7%基準財政規模-（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要算

入額）

経常的な収入に対して、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債がどの程度の割合になるかを示す
指標です。つまり、一般会計等が負っている借金が、一般会計等の標準的な年間収入の何年分かがわか
ります。
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